
あおばスタート補助金交付要綱 

制  定 令和４年２月21日 青政第1459号（区長決裁） 

最近改正 令和７年３月21日 青地振第1696号（区長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、青葉区内の様々な主体が行う、身近な地域の課題解決につながる、

主体的・継続的な取組のスタートを支援する、あおばスタート補助金（以下「補助金」と

いう。）の交付について、必要な事項を定めるものとする。 

２ 補助金の交付については、横浜市補助金等の交付に関する規則(平成17年11月横浜市規

則第139号。以下｢補助金規則｣という。)に定めるもののほか、この要綱の定めるところ

による。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、補助金規則の例による。 

 

（補助事業者等の範囲） 

第３条 この要綱における補助事業者等は、次に掲げるすべての要件を満たすものとする。 

(1) ２人以上の構成員を有し、団体への参加について制限を設けていない団体であるこ

と。 

(2) 民主的な意思決定の場がある団体であること。 

２ この補助金は、次の各号に掲げる団体は、給付の対象としない。 

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「法」という。）法

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）。  

(2) 法人にあっては、代表者又は役員のうち暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。以下この項において同じ。）に該当する者があるもの。 

(3) 法人格を持たない団体にあっては、代表者が暴力団員に該当するもの。 

 

（補助事業等） 

第４条 支援の対象となる事業は、補助事業者等が実施する事業で、かつ次の各号に掲げ

るすべての要件を満たすものとする。 

(1) 青葉区内の地域課題の解決につながる事業 

(2) 実施する地域の自治会町内会の了承が得られたうえで、当該自治会町内会と連携・ 

  協力して実施する事業、又は実施する事業の地域の自治会町内会が主催する事業 

(3) これからはじめる事業又は既存の事業の改善や見直しを行う事業 

(4) 課題とその解決手法が明確に提示されている事業 

(5) 補助事業者等が自主的・主体的に企画及び実施する事業 

(6) 補助金の交付決定があった年度中に実施する事業 

(7) 補助金の交付決定があった年度を超えて継続的な取組を行おうとしている事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次に該当するものは対象外とする。 

(1) 営利目的又は特定の個人や団体のみが利益を受ける事業 



(2) 政治的又は宗教的な宣伝の意図を有する事業 

(3) 他の補助金等の支援を受けている事業 

(4) 公序良俗に反するなど、支援の対象として適当でないと認められる事業 

(5) その他青葉区長（以下、「区長」という。）が適当でないと認めた事業 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助金交付の対象となる経費は、補助事業等に要する経費のうち、別表１に該当

し、申請日以降から当該年度の３月31日までに支出する経費とする。 

２ 前項の経費のうち、次の経費は対象外とする。 

(1) 施設などの維持管理に関する経費 

(2) 親睦的な飲食費、他団体への会費や寄付、直接組織の運営・活動にかかる経費 

(3) 申請団体に所属する者または申請団体に所属する者が代表を務める法人への謝金 

(4) その他区長が不適当、不適切と認めた経費 

 

（補助期間） 

第６条 同一の補助事業等に対する補助金の交付は、単年度につき１回とし、連続する２

か年度の２回を限度とする。 

 

（補助金額） 

第７条 補助金の額は、予算の範囲内で次のとおりとする。 

(1) 初年度については、補助対象経費の10分の９を限度に、30万円を上限として区長が  

   決定する。 

(2) ２年度目については、補助対象経費の２分の１を限度に、15万円を上限として区長

が決定する。 

 

（交付申請） 

第８条 補助金規則第５条第１項の規定による補助金交付申請書の提出期日は、区長が別

に定める（ただし、予算上限に達するまで）。 

２ 補助金規則第５条第１項の規定により補助金の交付を受けようとする者が区長に提出

する書類は、あおばスタート補助金交付申請書（第１号様式）（以下「申請書」という。）

を用いなければならない。 

３ 申請書には、次の書類を添付しなければならない。ただし、見積書又は商品カタログ

の写し等、算出の基礎となる書類については、区長の承諾があった場合は省略することが

できる。また、副申書（第６号様式）については、自治会町内会が主催する事業の場合は

省略することができる。 

(1) 事業計画書（第２号様式） 

(2) 収支予算書（第３号様式） 

(3) 団体名簿（第４号様式） 

(4) 団体概要書（第５号様式） 

(5) 団体規約・会則その他これらに類する書類 

(6) 見積書又は商品カタログの写し等、算出の基礎となる書類 

(7) 副申書（第６号様式） 



(8) その他区長が必要と認める書類 

４ 補助金規則第５条第３項の規定により申請書への記載を省略させることができる事項 

及び書類は、次の各号に定めるものとする。 

(1) 補助事業等の経費の配分及び使用方法、補助事業等の完了の予定期日その他補助事

業等の遂行に関する計画に関する事項 

(2) 補助金等の交付の申請時における補助金等の交付を受けようとする者の資産及び負

債に関する事項を記載した書類 

(3) 補助事業等の経費のうち補助金等によって賄われる部分以外の部分の負担者、負担

額及び負担方法を記載した書類 

 

（審査委員会） 

第９条 区長は、補助金の交付申請があったときは、審査委員会を開催する。審査委員会

では、前条にもとづき提出された書類等により、補助金の交付の可否及び補助金額を査

定するものとする。 

２ 審査委員会は、次のとおりとする。 

(1) 青葉区副区長、青葉区福祉保健センター長、青葉区福祉保健センター担当部長、青

葉土木事務所長、区政推進課長及び福祉保健課長の６人の委員をもって組織する。 

(2) 委員長は、青葉区副区長とする。委員長に事故等があり欠けたときには、青葉区福

祉保健センター担当部長がその職務を代理する。 

(3) 特別の事項を審査させるため必要があると委員長が認めた場合は、臨時委員を置く

ことができる。なお、臨時委員は青葉区の課長級以上の職員から選任するものとする。 

(4) 審査委員の過半数の出席をもって成立する。 

 

（審査） 

第10条 審査は、次の各号の審査項目及び配点により行う。 

(1) 必要性（配点５点） 

(2) 主体性（配点５点） 

(3) 実現性（配点５点） 

(4) 継続性（配点５点） 

(5) 将来性（配点１点） 

(6) 創意工夫（配点１点） 

２ 審査委員は、前項の審査項目について採点を行い、委員の点数を合計し、その合計点

数が、出席人数に12点を乗じた点数以上の案件を補助金交付対象案件とする。ただし、

必要性、主体性、実現性及び継続性のいずれか１つ以上の審査項目に半数以上の委員が

最低点である１点を付けた場合は、対象外とする。 

３ 審査委員は、補助金交付対象案件に対し、予算額の範囲内で事業の実施に適切な補助

金額を査定する。また、適切な交付を行うため必要があるときは、補助金の交付申請書

に係る事項につき修正を加えて、補助金の交付金額を査定することができる。なお補助

額の算定に当たり端数が生じた場合は、千円未満を切り捨てることとする。 

 

（交付決定通知） 

第11条 区長は、審査委員会の審査結果に基づき、補助金を交付することが適当と認めた



ときは、補助事業者等にあおばスタート補助金交付決定通知書（第７号様式）（以下「決

定通知書」という。）を交付する。 

２ 区長は、審査委員会の審査結果に基づき、補助金を交付することが不適当と認める場

合は、あおばスタート補助金不交付決定通知書（第８号様式）により不交付の決定を通

知するものとする。 

 

（県警本部への照会） 

第12条 区長は、必要に応じ申請者又は第11条の交付の決定を受けた者が、第３条第２項

各号のいずれかに該当するか否かを神奈川県警察本部長に対して確認を行なうことがで

きる。 

 

（事業計画の変更） 

第13条 補助金の交付決定通知を受けた補助事業者等は、交付決定通知を受けた後に、事

業計画の申請事項を変更しようとする場合は、速やかに、あおばスタート補助金事業計

画変更申請書（第９号様式）（以下、「変更申請書」という。）を区長に提出し、承認を受

けなければならない。ただし、変更の内容が軽微な場合には提出を省略することができ

る。 

２ 変更申請書には、事業計画書及び収支予算書を添付しなければならない。 

 

（補助金交付変更承認通知） 

第14条 前条の申請において事業計画の変更を承認する通知は、あおばスタート補助金交

付変更承認通知（第10号様式）により行うものとする。 

２ 前条の申請において事業計画の変更を認めない旨の通知は、あおばスタート補助金交

付変更不承認通知書（第11号様式）により行うものとする。 

 

（申請の取下げの期日） 

第15条 補助金規則第９条第１項の規定により区長が定める補助金交付申請の取下げの期

日は、申請者が決定通知書の交付を受けた日から起算して10日目の日とする。 

 

（補助金交付の決定の取消し及び返還等） 

第16条 補助金規則第10条第２項の規定により区長が定める補助金交付の決定を取り消す

必要がある場合及び返還がある場合は、次の各号に定めるとおりとする。 

(1) この要綱又は補助金の交付決定の内容若しくは交付条件に違反したとき 

(2) 補助事業の実施を中止したとき 

(3) 虚偽の申請若しくは報告又は不正の行為によって補助金の交付を受けたとき 

(4) 補助金の交付を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助

金を交付しているときは、期限を定めて、その返還を命じるものとする。 

(5) 実績報告に基づき、補助金額を確定し、交付すべき補助金の額を確定した場合にお

いて、既にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還

を命じるものとする。 

(6) その他区長が必要と認めたとき  

 



（実績報告） 

第17条 補助金規則第14条第１項の規定により補助事業者等が区長への報告に用いる書類

は、あおばスタート補助金実績報告書（第12号様式）（以下、「実績報告書」という。）を

用いなければならない。 

２ 実績報告書には、次の書類を添付しなければならない。ただし、補助対象経費にかか

る領収書等経費の支出を証する書類の写しについては、１件の金額が10,000円未満のもの

は、その提出を省略することができる。 

(1) 事業報告書（第13号様式） 

(2) 収支決算書（第14号様式） 

(3) 補助対象経費にかかる領収書等経費の支出を証する書類の写し 

３ 実績報告書は、補助事業完了日から起算して30日以内に提出しなければならない。 

４ 補助金規則第14条第４項の規定により実績報告書への添付を省略させることができる

書類は、同規則第14条第１項第３号及び同条第３項第３号の書類とする。 

 

（補助金額の確定通知） 

第18条 補助金規則第15条の規定による補助金の確定通知は、あおばスタート補助金確定

通知書（第15号様式）により行うものとする。 

 

（補助金交付の時期の例外） 

第19条 補助金は、区長が補助金の交付の目的を達成するため、特に必要があると認める

ときは、補助事業等の完了前に補助金の全部又は一部を交付することができる。 

２ 補助事業等の完了前に補助金を交付する場合は概算払とする。 

３ 補助事業者等は、概算払により補助金の交付を受け、事業完了後残金が生じたときに

は、速やかに精算残額を返還しなければならない。 

 

（補助金の請求） 

第20条 補助金の交付請求は、あおばスタート補助金交付請求書（第16号様式）により行

わなければならない。 

 

（市内中小企業者への発注） 

第21条 補助事業者等は、補助事業等に係る工事の請負、物品の購入、業務の委託等の1件

の金額が100万円以上になると見込まれる場合において、市内中小企業者（中小企業基本

法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号のいずれかに該当する者で、市内に主たる

事務所又は事業所を有するものをいう。）により入札を行い、又は２人以上の市内中小企

業者から見積書の徴収を行ったうえで、発注しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、市内中小企業者へ

の発注を行わないことができる。 

(1) 契約の性質上、市内中小企業者への発注により難いと認めるとき。 

(2) その他区長が認めるとき。 

 

（財産の処分の制限） 

第22条 補助金により取得した物品等で、価額が100,000円以上のものについては、区長が



定める期間、承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、貸付け、

又は担保に供してはならない。 

２ 補助金規則第25条に規定する財産の処分の制限がかからなくなるために必要な期間は、

減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める減価償却

資産の耐用年数の期間とする。ただし、その期間が10年を超えるときは10年とする。 

 

（関係書類の保存期間） 

第23条 補助金規則第26条の規定により区長が定める関係書類の保存期間は５年とする。 

 

（書類の閲覧） 

第24条 補助事業者等及び区長は、第１号様式及びその添付書類、第７号様式、第８号様

式、第12号様式及びその添付書類を、横浜市市民協働条例（平成24年６月横浜市条例第

34号）第７条第４項の規定に基づき、一般の閲覧に供しなければならない。 

２ 第１項の閲覧を行う場所及び時間は次の表のとおりとする。 

 補助事業者等 区長 

閲覧場所 主たる事務所の所在地又は代表

者の住所、その他補助事業者等が

指定する場所 

青葉区総務部地域振興課 

閲覧時間 補助事業者等が指定する時間 青葉区役所の事務取扱時間 

閲覧期間 補助金の交付を受けた日から２年間とする。ただし、第12号様式及

びその添付書類については、当該書類を提出した日から２年間とす

る。 

 

（その他） 

第25条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、区長が別に定

める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年２月21日から施行する。 

（要綱の廃止） 

２ あおば地域サポート補助金交付要綱（令和２年２月20日青政第1335号、以下「旧要綱」

という。）は廃止する。 

（経過措置） 

３ 旧要綱に基づき申請された事業については、旧要綱を適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年５月22日から施行する。 

 

附 則 



この要綱は、令和５年９月15日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年３月21日から施行する。 

ただし、令和６年度の補助事業において要綱第17条による実績報告に用いる様式につい

ては、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表１（第５条） 



 

あおばスタート補助金 補助対象経費一覧 

 

費目 内容 

１ 用紙等事務用品費 単価が100,000円（消費税相当額を含む）未満の物品等の購

入費用（物品等の購入時に係る振込手数料・送料含む） 

２ 印刷製本費 事業のチラシ、ポスター、冊子の印刷費用 

３ 郵送費 事業に必要な郵送代 

４ 謝金 外部講師等への謝金 

５ 保険料 主催するイベントや見学会等の活動において特に必要と認

めるもの（ボランティア保険、イベント保険等）（応相談） 

６ 賃借料 勉強会、見学会等の会場利用料、機材使用料 

７ 委託料 団体では実施困難な業務 

８ その他 上記のほか、区長が認めた費用 

 


